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(2)地域間人口移動に伴う移転額の推計に

際して、とくに推計が困難なのは移転の金額

推計である。そこでまず、金額が公式資料よ

り把握しやすい「就学」に伴う人口移動の地

域間所得移転額を推計した（雑誌論文③）。

就学に伴う「仕送り額」は、とりわけ自宅外

通学を強いられる地方にとって負担が大き

いこと、すなわち、就学に伴う地方から大都

市圏への所得移転傾向が数量的に明確とな

り、純移転額が都道府県民所得の４％にも達

する県もある。 

１．研究計画の概要 
この研究の背後にある基本的な考え方は、

地域間人口移動は、個人にとっては「移転」

（移動のうち直接の反対給付を伴わないも

の）とはいえないが、地域にとっては、単に

経済力「移動」であるだけでなく、市場メカ

ニズムが十分に補償し得ない経済力「移転」

の側面をもつと考えることができるのでは

ないか、ということである。しかも、その経

済力移転が地域間経済力格差を生じさせる

極めて重要な要因であると考える。そうだと

すれば、地域間人口移動は、地域間再分配な

いし財政調整の根拠として、従来の経済的厚

生格差是正としての社会保障的根拠を補う

新たな根拠「移転補償的根拠」になり得る。

これは、道州制など地域再編に際して課題と

なる地域間財政調整に対して１つの根拠を

提供できるのではないか。 

(3)経済力の「移転」を直ちに推計するのは

困難であるので、まず「移動」を推計した（雑

誌論文①）。 
①経済力は種々考えられるが、ここでは

「余剰」として把握する。「余剰」は、所得

と消費の差（所得－消費）であり、経済力「移

動」の指標とする。 

②余剰にも種々の概念がある。平均的な人

について、各年齢における所得と消費の差を

その年齢における余剰とし、出生からその年

齢より前の余剰の合計を過去余剰、その年齢

以後死亡までの余剰の合計を将来余剰とし

て、過去余剰と将来余剰の合計が生涯余剰で

ある。したがって、生涯余剰は人の生涯を通

じての余剰である。 

このような考えに基づいて、本研究の目的

は、戦後の都道府県データにもとづいて、ま

ず地域間人口移動に基づく地域間経済力の

移動額を推計し、次に、その移転額を推計す

ることである。 

 
２．研究の進捗状況 

(1)地域間人口移動は産業構造変化への地

域の適応力と密接な関連があるので、人口移

動そのものの分析に先立って、その点を明確

にした（以下の雑誌論文②④⑤）。その結果、

産業構造変化の一般的傾向性とそれに対す

る地域（国、県、など）の適応力の違いの重

要性が指摘できる。 

③ただし、将来余剰は利子率（割引率）で

割り引いて、また、過去余剰は利子率で増幅

させて、それぞれ現在価値に換算されている。

また、過去余剰については、既に過去のこと

として確定しているので、利子率で増幅させ

た（現在価値に換算した）余剰の合計である



が、将来余剰については、その後の生存は確

定していないので、利子率で割り引いた各年

齢の余剰をさらに将来の生存率で割り引い

て、その合計として把握する。余剰は、当然

のことであるが、プラスのこともあればマイ

ナスのこともある。 

④平成７～12 年データに基づいて、都道府

県別・男女別・年齢 5 歳階級別の１人当たり

余剰に、都道府県別・男女別・年齢 5 歳階級

別人口純移動（転入－転出）を乗じることに

よって、上記の諸余剰を推計した。 
 
３．現在までの達成度 

②概ね順調に進展している。 

その理由：本推計には、人口移動データと

1 人当たり経済力移動額・移転額のデータ必

要であるが、とくに、それらデータが地域（都

道府県）別・男女別・年齢別に必要である。 

そのため、人口移動データでさえ、その代

表的な資料である「住民基本台帳人口移動報

告」を(年齢別がないので)利用できない。そ

こで国勢調査に依らざるを得ないが、国勢調

査では 0～4 歳データは存在しないので、別

途推計しなくてはならない。 

ましてや、移動額・移転額となると、所得・

賃金・消費・養育費・教育費・社会保障費・

年金など多様な個人的収支を地域別・男女

別・年齢別に必要とするので、苦労が尽きな

い。その作業をずっと続けてきたが、最近、

その一部について別の目的のために推計し

た資料を入手した。しかし、それは全国・年

齢別・1 年分のデータであり、地域別・男女

別となっていないので、その資料を地域別・

男女別に組み替える作業をして、雑誌論文①

を作成した。 

計画では戦後について推計する予定であ

るが、雑誌論文①は平成 7～12 年のものであ

り、その点で、完全ではないので、概ね順調

である程度と判断した。 

 
４．今後の研究の推進方策 

(1)まず、雑誌論文①は、まだ「移動」額

の段階にとどまっているので、これから「移

転」額の推計へと発展させる。これも、大き

な作業を要するが、その見込みはある。 

(2)次に、平成 7～12 年についての雑誌論文

①の分析を、戦後の期間に拡大する。 

 以上によって、本研究の目的を達成する。 

 

５. 代表的な研究成果 

（研究代表者、研究分担者及び連携研究者に

は下線） 
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